
ホームページ 今回の主な内容

平成29年岐阜県議会第1回定例会の概要
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ゲートの試験的開放の議決を求める請願」など4件を
不採択としました。
　また、地方創生対策特別委員会、観光交流拡大対
策特別委員会、議員提案条例検証特別委員会の調査
事件に関する最終報告が承認され、調査終了を決定
しました。

岐阜県議会だより【No.9】平成29年5月発行

平成29年2月定例会号

　開会日（2月24日）に知事から提出された議案は、
8,113億9千万円の平成29年度一般会計予算案をは
じめとした58件でした。
　3月8日から10日までと15日には、県政全般にわた
り一般質問を行い、知事や関係部局長の答弁を求め
ました。
　3月15日には、知事から提出された平成28年度一
般会計補正予算案など10件を原案どおり可決しま
した。
　閉会日（3月23日）には、3月15日に可決された議
案を除く48件が原案どおり可決したほか、知事から
追加提出された人事案件3件に同意しました。また、
同日に議員から提出された4件の意見書については、
「地方議会議員の厚生年金への加入を求める意見
書」など3件を可決、「「テロ等準備罪」の新設につい
て慎重な検討を求める意見書」1件を否決しました。
　請願については、「受動喫煙防止対策強化におい
てのサービス業等への配慮に関する意見書提出を求
める請願」を採択、「長良川河口堰の運用見直しと

P2：平成29年度一般会計当初予算を議決
P4：本会議における一般質問の内容
P6：常任委員会における審査の内容
P8：特別委員会の調査報告・提言について

議会の紹介、本会議の映像・概要等を掲載

本紙の点字版・音声版も作成しています。
県内の公立図書館等で閲覧することができます。

発行：岐阜県議会
編集：岐阜県議会広報委員会

岐阜県議会 検索

主な会期日程（28日間）
2月24日 開会、提出議案に関する説明会

27日 提出議案に関する説明会
28日 提出議案に関する説明会

3月  3日 今定例会の請願・陳情書提出期限
8日 一般質問・質疑
9日 一般質問・質疑

10日 一般質問・質疑
13日 常任委員会
14日 特別委員会
15日 一般質問・質疑
17日 常任委員会
23日 閉会

元画像
未入稿



歳入
8,114億円

県税
2,343

（28.9％）

地方交付税
1,725

（21.3％）

県債
1,157

（14.3%）

国庫支出金
878

（10.8%）

その他収入
1,443

（17.7%）

繰入金
226

（2.8%）

地方譲与税
342

（4.2%）

教育費
1,820

（22.4%）

民生費
1,184

（14.6%）

諸支出金
861

（10.6%）

土木費
843

（10.4%）

その他
361

（4.4%）

農林水産費
448

（5.5%）
警察費
458

（5.7%）

総務費
477

（5.9%）

商工費
531

（6.6%）

公債費
1,131

（13.9%）

歳出
8,114億円
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Ⅰ「清流の国ぎふ」を支える人づくり

Ⅱ 地域の魅力を活かした「清流の国ぎふ」づくり

Ⅲ 安全・安心な「清流の国ぎふ」づくり

詳しくは、岐阜県のホームページをご参照ください。
岐阜県　予算　平成29年度 検索

「清流の国ぎふ」づくりの全開 
　平成29年度は、節度を保った財政運営と、
メリハリのある政策展開を両立していくとともに、
「清流の国ぎふ」づくりを一層深化させ、
全開していくための積極予算を編成。
　本議会の一般質問、各常任委員会において
審議を行いました。

中日本航空専門学校で開催した「航空宇宙産業セミナー」の様子

東濃地歌舞伎公演の様子

東海環状自動車道西回り区間【H29.3撮影】
揖斐川左岸から大垣西IC方面を望む

一般会計予算  8,114億円 対前年度 当初予算比 ＋0.1％   5年連続の増額予算

平成29年度一般会計当初予算を議決

歳出予算額及び構成比（単位：億円）歳入予算額及び構成比（単位：億円）
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Ⅰ「清流の国ぎふ」を支える人づくり

Ⅱ 地域の魅力を活かした「清流の国ぎふ」づくり

Ⅲ 安全・安心な「清流の国ぎふ」づくり

1.「岐阜県成長・雇用戦略」の実行
・ 中小企業のIoT導入を支援する助成制度の創設（5,500万円）
・企業のモノづくりにおける開発支援拠点の整備（7,250万円）
・ 飛騨牛の販路拡大に向けたインドネシアへの戦略展開（1,710万円）

2.観光・交流産業の基幹産業化の推進
・関ケ原古戦場を核とした広域観光の推進（3億2,590万円）
・ 「ひがしみの歴史街道」を核とした広域周遊観光の促進（2,000万円）

3.未来につながる農林畜水産業づくり
・鳥獣害対策・ジビエの推進（6億5,864万円）
・ 100年の森林づくり計画の策定（1,270万円）

4.スポーツ立県戦略の推進
・ 御嶽濁河高地トレーニングセンターの整備（1億1,085万円）

1.医療と福祉の充実・連携
・看護人材の育成・確保（2,993万円）
・ 子ども食堂を実施する市町村に対する支援（800万円）
・ 大腸がん検診の自己負担無料化に取り組む市町村に対する助成（4,900万円）

2.災害に強い県土づくり
・ 熊本地震を踏まえた内陸直下型地震の震度分布解析（820万円）
・ 高病原性鳥インフルエンザの発生を教訓とした事前対策（7,250万円）

3.美しい自然と環境を次代へ引き継ぎ
・ 中部山岳国立公園活性化プロジェクトの推進（1,220万円）

4.ネットワーク・インフラの整備
・東海環状自動車道西回り区間及びICアクセス道路の整備促進（230億8,520万円）
・ リニア活用戦略に基づく取組みを支援する助成制度の創設（1,000万円）
・濃飛横断自動車道（中津川工区）の整備推進（9億円）

1.産業を支える人材の育成
・ 中小企業総合人材確保センターの開設等（1億6,100万円）
・ 観光人材の育成・確保（1,200万円）
・ 「ぎふアグリチャレンジ支援センター」の新設（2,694万円）

2.地域の活力を生む人材の確保
・県内出身大学生等のUターン促進のための奨学金制度の充実（7,622万円）

3.子育てしやすく女性が働きやすい環境の整備
・ 第2子以降の放課後児童クラブ利用料減免を実施する市町村への助成（2,900万円）

4.教育の充実、文化・芸能の振興
・ 西濃地域における高等特別支援学校の整備（1億2,879万円）
・ 県博物館機能の全県展開（1億5,159万円）

「
人
づ
く
り
」「
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力
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り
」「
安
全・安
心
」の
３
本
柱
で
政
策
を
展
開
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岐阜県議会　中継 検索

本会議における一般質問の内容 ～県政の話題・課題など～

質問

答弁 　今回の対応を検証した結果、明らかになった
課題を踏まえ、大きく次の4点について速やか
に対応していきます。
　1点目は、指揮命令系統を県庁の対策本部と
現地対策本部の2か所に集約することとしまし
た。また、発生農場に「防疫作業工程管理責任
者」を配置し、作業の進捗状況の把握・情報共
有を徹底するとともに、作業にあたる「殺処分・
消毒チーム」「運搬・埋却チーム」にもそれぞれ
責任者を配置し、作業の指揮にあたることとし
ます。
　2点目は、従来3万羽規模の想定で、防疫措
置に必要な資機材を確保していましたが、10万
羽規模の農場に対応できるよう拡大するととも
に、近隣県との連携による資機材調達の強化を
図ります。 防疫作業の様子

成長産業人材育成センター
「航空機製造技術体験研修」の様子

　今回の鳥インフルエンザの発生への対応で
明らかになった課題に対する今後の対応につ
いてお聞かせください。

鳥インフルエンザの発生を踏まえた対策について

質問

答弁
　中小企業を中心に深刻な人手不足であるとの
声を大変多く耳にします。
　このため、「人づくり」を県政の大きな柱とし
て取り組みます。
 「企業分野別の取組み」として、「成長産業人
材育成センター」において、国際規格に基づく
研修体制を整備するとともに、ヘルスケア産業
や次世代エネルギーなどの専門人材の育成に取
り組みます。
　また、「中小企業総合人材確保センター」を開
設し、県内外から人材を呼び込む多様な取組み
に加えて、専門スタッフによる個別相談など、県
内中小企業を強力にサポートしていきます。

　日本全体で若者人口が減っていくなか、製
造業や観光産業における、産業人材不足に対
する対応についてお聞かせください。

産業人材育成事業について
　さらに、若者をはじめ、女性、高齢者、障がい
者など「多様な人材の活躍」、「IoT活用による
生産性の向上」といった多面的な見地から、人
材確保、育成に取り組んでいきます。

　3点目は、適切な埋却地を確保するため、事前
に候補地について調査を実施するとともに、予
備地の確保に取り組んでいきます。
　4点目は、現場での円滑な作業を進めるた
め、訓練を受けた農政部職員を防疫作業班長と
して配置します。
　こうした取組みを進めるとともに、今後とも
他県の事例等も参考に不断の見直しを行い、万
全な防疫体制を整えていきます。

　上記のほか、「清流の国ぎふ創生総合戦略」、建設業の担い手確保、移住定住の促進、女性の
活躍推進、県博物館の全県展開、工業用地開発による企業誘致のための市町村への支援、世界遺
産を活用した海外誘客  など

◆一般質問では、22名の議員が延べ160項目について質問しました。

本会議の様子は、議会事務局ホームページでもご覧いただけます。
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質問

質問

答弁

答弁

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会
の施設に岐阜県産木材が利用されることは、
本県の優れた木材製品の品質と加工技術を、
国内のみならず海外に向けてもPRする絶好
の機会です。
　木材の活用が見込まれる施設などへの県産
材の活用を促進するため、本年１月、「岐阜県
『東京オリ・パラ』県産木材利用促進戦略」
を策定し、民間事業体等と連携した取組みに
着手したところです。
　今後は、各施設の施工業者に対し、より個

　県のトップブランドである飛騨牛と一体的
に県産農産物を売り込むことが、販路拡大に
あたり重要と考えています。
　今後は、首都圏の拠点となるレストランに
おいて、消費者が手軽に購
入できる農産物のほか、6次
産業化商品を販売するコー
ナーを設置して情報発信を
行っていきます。

　東京オリンピック・パラリンピック関連施
設への岐阜県産木材の活用を推進するため
の取り組み状況と今後の方針についてお聞
かせください。 　首都圏をはじめとする大都市圏における、

岐阜県産農産物の販路拡大に向けた取組み
についてはどのように考えていますか。

県産材、農産物の首都圏等へのPR等、利活用、販売の推進について

今回の定例会において提出された議案等の議決状況

別かつ具体的に県産材の活用を提案していき
たいと考えています。

平成29年4月12日開校
岐阜清流高等特別支援学校開校式  内覧会の様子

質問

答弁
　新しい「子どもかがやきプラン」では、３つの
重点政策に取り組んでいきます。
　１つ目は、就職率向上に向けた高等特別支援
学校の機能の全県展開です。軽度知的障がい
のある生徒が増加している地域から、既存の特
別支援学校等の余裕教室を活用し、今春開校す
る岐阜清流高等特別支援学校の次は、西濃地域
と、着実に整備していきます。
　２つ目は、発達障がいのある児童生徒への支
援強化です。小学校から高校まで切れ目のない

　専門的な職業教育を行う高等特別支援学校
の全県的な展開の計画を含めた、新しい「子ども
かがやきプラン」についてお聞かせください。

西濃地域における高等特別支援学校の整備と高等特別支援学校の
全県展開について

一貫した支援体制を整備していきます。
　３つ目は、これらを支える教員の専門性の向
上です。発達障がい支援の核となる教員を計画
的に養成していきます。

◆意見書　※可決した意見書は国などへ提出し、その実現を求めました。

請　願

議員提出案件

●地方議会議員の厚生年金への加入を求める意見書について
●飲食・宿泊等サービス事業者へ配慮した受動喫煙防止対策を求める意見書について
●高病原性鳥インフルエンザ対策を求める意見書について

●受動喫煙防止対策強化においてのサービス業等への配慮に関する意見書提出を求める請願

可　決 3件

採　択 1件

否　決 1件 ●「テロ等準備罪」の新設について慎重な検討を求める意見書について

●長良川河口堰の運用見直しとゲートの試験的開放の議決を求める請願
●「テロ等組織犯罪準備罪」の創設に反対する意見書採択についての請願
●子どもの医療費無料制度の拡充を求める請願書
●農業者戸別所得補償制度の復活をもとめる請願

不採択 4件
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◆平成29年度一般会計予算
  【歳入：8,113億9千万円（対前年度比0.1％の増）】
　 ●国民健康保険の財政安定化基金積立ての増加に伴う「国庫支出金」の増額等
  【歳出：2,264億4,367万8千円（当委員会関係分／対前年度比2.9％の減）】
　 ●県庁舎の再整備（29億9,697万円）
　 ●熊本地震を踏まえた震度分布解析の実施や災害時広域受援体制の強化（45億1,913万5千円）
◆平成28年度一般会計補正予算
  【歳入補正：197億7,181万8千円の減額】
　 ●国庫関連事業の内示額の減少に伴う「国庫支出金」の減額（62億9,020万9千円）
  【歳出補正：19億456万6千円の増額（当委員会関係分）】
　 ●県庁舎再整備に備えた積み立て等による県有施設整備基金の増額（29億9,573万5千円）
◆条例、その他
　 ●岐阜県積立基金条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県部等設置条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県個人情報保護条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県税条例等の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県企業立地の促進のための不動産取得税の税率の特例に関する条例の一部を改正する条例について
　 ●包括外部監査契約の締結について

◆平成29年度一般会計予算
  【歳出：639億1,169万2千円（当委員会関係分／対前年度比11.8％の増）】
　 ●県民がスポーツに参加できる機会創出など地域スポーツの振興（8億2,844万4千円）
　 ●かかみがはら航空宇宙科学博物館リニューアルの推進や、モノづくり教育プラザの整備（2億4,409万5千円）
　 ●関ケ原古戦場を核とした広域観光の推進や世界に選ばれる観光地づくり（7億9,923万7千円）
◆平成28年度一般会計補正予算
  【歳出補正：13億9,219万円の減額（当委員会関係分）】
　 ●中小企業制度融資に係る継続融資の額が当初見込みより減少したことに伴う
　   中小企業制度融資貸付金の減額（22億2,272万3千円）
◆条例、その他
　 ●清流の国ぎふ大学生等奨学金条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県企画経済関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜かかみがはら航空宇宙博物館運営管理協議会の設置に関する協議について

◆平成29年度一般会計予算
  【歳出：1,625億1,192万3千円（当委員会関係分／対前年度比2.3％の増）】
　 ●私立の小・中・高等学校、幼稚園、専修学校等教育条件の維持向上や魅力ある学校づくりの促進等（123億3,957万3千円）
　 ●生活困窮家庭の子どもを対象とする学習支援や子ども食堂を実施する市町村への支援等（5億5,002万7千円）
　 ●中央子ども相談センター等の「ぎふ清流福祉エリア」への移転整備等（22億1,212万4千円）
◆平成28年度一般会計補正予算
  【歳出補正：64億48万円の減額（当委員会関係分）】
　 ●市町村が行う保育所等の施設整備に対する補助金の補助実績見込みなどによる減額（12億9,593万1千円）
◆条例、その他
　 ●岐阜県特定非営利活動促進法施行条例等の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例及び岐阜県指定障害福祉
　　サービスの事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県国民健康保険運営協議会条例について
　 ●岐阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について
　 ●地方独立行政法人岐阜県立多治見病院第２期中期目標の変更について
　 ●地方独立行政法人岐阜県総合医療センター、岐阜県立多治見病院、岐阜県立下呂温泉病院の第２期中
　　期計画の変更に関する認可について

〈主な審査事項〉

常任委員会における審査の内容 ～所管の委員会で各議案を審査～
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◆平成29年度一般会計予算
  【歳出：453億9,504万2千円（当委員会関係分／対前年度比4.6％の減）】
　 ●鳥獣侵入防止柵の整備やカワウの追い込み等の取組み支援（7億8,394万9千円）
　 ●「ぎふアグリチャレンジ支援センター」の設置等（7億5,042万9千円）
　 ●営農定着・経営強化に対する支援の充実（9億5,990万7千円）
　 ●新たな治山施設の整備や既存の治山ダム機能の強化・拡充（57億7,348万8千円）
　 ●森林が持つ公益的機能の強化の拡充（42億839万9千円）
◆平成28年度一般会計補正予算
  【歳出補正：46億175万5千円の減額（当委員会関係分）】
　 ●平成30年度オープン予定の「清流長良川あゆパーク（仮称）」の整備費の
      増額（1億2,671万4千円）
◆条例、その他
　 ●岐阜県附属機関設置条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県森林づくり基本計画の策定について

◆平成29年度一般会計予算
  【歳出：964億2,745万6千円（当委員会関係分／対前年度比1.7％の増）】
　 ●緊急輸送道路上の橋りょうの耐震対策や県管理道路の舗装等の実施（109億7,266万4千円）
　 ●東海環状自動車道インターチェンジやリニア岐阜県駅へのアクセス道路等の整備（138億8,148万円）
　 ●リニア中央新幹線の建設に係る用地取得、県内の地方鉄道事業者や乗合バス事業者等に対する支援
　 （12億8,863万1千円）
◆平成28年度一般会計補正予算
  【歳出補正：62億1,039万2千円の減額（当委員会関係分）】
　 ●災害発生件数が例年の予測を下回ったことによる災害復旧費の減額（6億9,293万6千円）
◆条例、その他
　 ●岐阜県道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県土木関係手数料徴収条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について
　 ●川上第２トンネル第１期工事及び鉄嶺トンネル第１期工事の請負契約について
　 ●内ケ谷ダム本体工事の請負契約の変更について
　 ●県道の路線の認定、変更について

◆平成29年度一般会計予算
  【歳出：2,167億20万9千円（当委員会関係分／対前年度比0.1％の減）】
　 ●西濃高等特別支援学校（仮称）の整備等（5億6,823万5千円）
　 ●県立高等学校における活性化の推進や進学指導の強化等（1億7,396万4千円）
　 ●高山警察署庁舎の新築工事及び大垣警察署管内船町交番の統合による移転改築等
　 （21億9,954万8千円）
　 ●特殊詐欺対策の強化やサイバー犯罪捜査能力の底上げ等（4億5,722万3千円）
◆平成28年度一般会計補正予算
  【歳出補正：30億7,156万7千円の減額（当委員会関係分）】
　 ●岐阜希望が丘特別支援学校校舎の改築及び障がい者用体育館の建設に係る造成工事の着工延期等
　　に伴う減額（7億7,399万円）
◆条例
　 ●岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例及び岐阜県教育職員の給与その他の勤

務条件の特例に関する条例の一部を改正する条例について
　 ●岐阜県公衆に著しく迷惑をかける行為等の防止に関する条例の一部を改正する条例について

常任委員会の質疑内容は、議会事務局ホームページでもご覧いただけます。

岐阜県議会　会議録 検索
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会派別
議員数

（H29.3.23現在）

県 政 自 民 ク ラ ブ 32人
県 民 ク ラ ブ 6人
岐阜県議会公明党 2人
日 本 共 産 党 1人
無 所 属 5人

合　計 46人
（定 数） （46人）

お問い合わせ窓口
（ご意見・ご感想もこちらへ）

岐阜県議会事務局　総務課
〒500-8570　岐阜市薮田南2-1-1
TEL 058-272-8717　
FAX 058-278-2802
E-mail  c12159@pref.gifu.lg.jp

次回定例会は、6月下旬に開会の予定です。日程が決まり次第、ホームページでお知らせします。

次回定例会の予定

　平成27年度及び平成28年度に設置された地方創生対
策特別委員会、観光交流拡大対策特別委員会、議員提案
条例検証特別委員会の最終報告を行い、報告の承認及
び調査終了の決定がなされました。
　県有施設再整備対策特別委員会は、同じく平成29年
第1回定例会において、中間報告を行い、引き続き調査を
行うこととしています。
　これまでの協議を踏まえ、各調査項目における配慮事
項をとりまとめた提言書等を、平成29年3月23日に知事
に提出しました。

・観光資源の市場化を進め、地域にお金が回る仕組みを
構築すること

・地域主体による着地型旅行商品の造成を支援すること
・「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりに取り組

む組織形成を支援すること
・ストーリーを持った広域連携による観光地域づくりを

推進すること
・国や他県と連携した海外誘客活動を推進すること
・ＳＮＳなどを活用した効果的な情報発信による国内誘

客活動を推進すること

・持続可能な地域とするために、地域リーダーの「後継
者」の育成を推進すること

・生業として成り立つ農林水産業とするために、意欲あ
る担い手の育成、思い切った環境整備を推進すること

・地域の課題解決のために、高校生が自ら考えるキャリ
ア教育を充実すること

・６次産業化を持続的なものとするために、支援制度を見
直し、補助金に頼らない企業体の育成を推進すること

・地域に産業と人材を呼び込むために、職住共存の環境
整備を推進すること

・地域資源を守り、育て、発展させるために、地域振興、
観光振興、文化振興、まちづくりを包括的に推進する
こと

・移住の促進、若者の流出抑制のために、仕事を生み出
すことができる環境整備を推進すること

・運用の改善を求めるとともに、見直しを検討すべき
条例

　　◎岐阜県がん対策推進条例
・見直しは必要ないが、運用の改善を求める条例
　　◎岐阜県食品安全基本条例
　　◎岐阜県食育基本条例
　　◎岐阜県民の歯・口腔の健康づくり条例
　　◎岐阜県清流の国スポーツ推進条例
・運用の改善の必要はないが、見直しを検討すべき条例
　　◎岐阜県地球環境の保全のための森林づくり条例

・必要経費の長期的な推計や効率的な維持管理などに
より、財政負担の平準化とコストの縮減を図ること

・将来の人口減少等を見据え、かつ広域的な観点か
ら、県有施設の規模・配置の最適化を図ること

・再整備に向けた全庁的な推進体制を構築すること
・具体的な検討にあたり、広く県民等の意見を聴取す

るとともに、基本構想の主たる内容に大幅な見直し
が生じる場合は、説明責任を果たすこと

・熊本地震の課題も踏まえ、大規模災害時において
も、危機管理の中枢拠点として、十分な機能を果た
せる耐震性と機能を備えた庁舎とすること

特別委員会の調査報告・提言について

地方創生対策特別委員会

観光交流拡大対策特別委員会 

議員提案条例検証特別委員会

県有施設再整備対策特別委員会（中間報告）

岐阜県　特別委員会提言 検索


